
平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１係・２係）（含む文部科学３係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員 ＜4＞
(△5) 0 △ 7

（組織）内閣本府 1,272 30 △ 14 0 0 7 16 1,288

＜4＞
(△4) 　 △ 7

　（項）内閣本府共通費 1,136 28 △ 12 0 0 7 16 1,152
(△1)

　（項）経済社会総合研究所 136 2 △ 2 0 136

（組織）北方対策本部 12 0 0 0 12

　（項）北方対策本部 12 0 0 0 12

（組織）国際平和協力本部 21 0 0 0 0 21

　（項）国際平和協力本部 21 0 0 0 0 21

（組織）日本学術会議 53 1 △ 1 0 53

　（項）日本学術会議 53 1 △ 1 0 53

0 0
（組織）官民人材交流センター 19 0 0 0 0 0 19

0 0
　（項）官民人材交流センター 19 0 0 0 0 0 19

＜10＞
(△8) △ 17

（組織）沖縄総合事務局 900 12 △ 12 17 0 900

＜9＞
(△6) △ 5

　（項）沖縄総合事務局 592 4 △ 7 9 1 593

＜1＞
(△1) △ 12

　（項）沖縄工事諸費 308 8 △ 5 8 △ 1 307
　沖縄治水事業工事諸費  
  沖縄道路整備事業工事諸費  
　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　沖縄国営公園事業工事諸費
　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費

＜14＞
(△13) 0 △ 24

計 2,277 43 △ 27 0 0 0 24 16 2,293

＜14＞
0 △ 24

定員令１条 2,243 43 △ 27 0 0 0 24 16 2,259

大臣等特別職 34 0 0 0 0 34

行管
削減

差引増減
B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分 主計
平成26年
度末定員

会計間振替

振替

司法修習
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替

平成27年
度末定員

月数級職種
積算内訳



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１係・２係）（含む文部科学３係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

行管
削減

差引増減
B～J

26年度増△減決定人員

区　　　　　分 主計
平成26年
度末定員

会計間振替

振替

司法修習
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替

平成27年
度末定員

月数級職種
積算内訳

再任用短時間勤務職員

（組織）内閣本府 44 5 (△5) 5 49

　（項）内閣本府共通費 38 4 (△4) 4 42

　（項）経済社会総合研究所 6 1 (△1) 1 7

（組織）北方対策本部 2 0 (△1) 0 2

  （項）北方対策本部 2 0 0 0 2

(組織）日本学術会議 2 0 0 0 2

　（項）日本学術会議 2 0 0 0 2

（組織）沖縄総合事務局 9 8 (△8) 8 17

　（項）沖縄総合事務局 7 8 (△8) 8 15

　（項）沖縄工事諸費 2 0 0 0 2
　　　沖縄治水事業工事諸費
　　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　　　　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費 0 0 0 0

計 57 13 (△13) 13 70



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員 ＜4＞
(△5) 0 △ 7

（組織）内閣本府 1,272 30 △ 14 0 0 0 0 0 0 7 16 1,288
＜4＞

(△4) 　 △ 7
　（項）内閣本府共通費 1,136 28 △ 12 0 0 0 0 0 0 7 16 1,152

　　うち

      大臣等特別職 34 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 34 （新規増員）

・大臣官房

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人
行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 5級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済財政運営担当）

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済社会システム担当）

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済財政分析担当）

行(一) 5級 12ヶ月 1人

・政策統括官　（科学技術・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担当）

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

・日本医療研究開発機構担当室

行(一) 6級 12ヶ月 1人

・政策統括官（防災担当）

行(一) 5級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行管
削減

差引増減
B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分
職種

平成27年
度末定員

月数級
主計

平成26年
度末定員

減員 独法移行減
新規増員 合理化

計画人員

積算内訳
司法修習

振替

各省間振替 会計間振替アタッシェ

経済情勢変化の早期把握に向けた取組に
伴う増

新たな研究開発法人制度の運営に必要な
体制整備に伴う増

改正支援法及び新たな帰国者への対応に
伴う増（時限：平成３１年度末まで）

ハルバ嶺における遺棄化学兵器廃棄処理
事業の本格的開始に伴う増（時限：平成２８
年度末まで）

公文書管理法の円滑な施行に必要な体制
整備に伴う増

海外広報における広報展開の強化に伴う
増（時限：平成２９年度末まで）

政府調達苦情処理体制の強化に伴う増

ＰＰＰ／ＰＦＩ推進のための制度・企画に伴う
増

人口、地域、経済財政に係る総合的な中
長期展望及び政策の企画立案、総合調整
に伴う増

日本医療研究開発機構審議会の新設に伴
う増

広報・広聴機能の強化に必要な体制整備
に伴う増

災害応急対策の充実に係る体制の強化に
伴う増

各地の火山防災体制の構築・充実のため
の体制の強化に伴う増（時限：平成２９年度
末まで）

企業等防災の活動を支援するための増
（時限：平成２９年度末まで）



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

行管
削減

差引増減
B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分
職種

平成27年
度末定員

月数級
主計

平成26年
度末定員

減員 独法移行減
新規増員 合理化

計画人員

積算内訳
司法修習

振替

各省間振替 会計間振替アタッシェ

・政策統括官(沖縄政策担当)

行(一) 6級 12ヶ月 1人

・政策統括官（共生社会政策担当）

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

　 　 　 　

・男女共同参画局

行(一) 5級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

・食品安全委員会事務局

行(一) 6級 12ヶ月 2人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

・情報公開・個人情報保護審査会事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

・消費者委員会事務局

行(一) 5級 12ヶ月 1人

　　　　 　 　 　

（その他の振替（内部振替））

・政策統括官（防災担当）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 △1人

・食品安全委員会事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 △1人

行(一) 4級 12ヶ月 △1人

（自律的再配置）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

行(一) 3級 12ヶ月 1人

栄典事務処理体制の充実に伴う増 行(一) 4級 12ヶ月 1人

　

（業務改革による減）

○○の見直しによる減

△△の見直しによる減

アルコール健康障害対策の推進に係る体
制整備に伴う増（時限：平成２９年度末ま
で）

消費者関連法令に係る調査審議機能の強
化を図るために必要な体制整備に伴う増

子どもの貧困対策の推進体制の強化に伴
う増

地域における男女共同参画の基盤づくりの
強化に伴う増

国際動向に対応した新たな評価方法の企
画・立案機能の強化に伴う振替減

内閣府特命担当大臣のサポ－ト体制の整
備に伴う増

内閣府本府における行政のＩＣＴ化推進体
制の整備に伴う増

経済情勢変化の早期把握に向けた体制整
備に伴う増

普天間飛行場など嘉手納以南の各跡地の
有効利用を国として積極的に推進するのた
めの体制整備に伴う増

国際動向に対応した新たな評価方法の企
画・立案機能の強化に伴う振替増

新たな評価方法の企画・立案の強化に必
要な体制整備に伴う増

情報公開・個人情報保護審査会事務局体
制整備に伴う増

各地の火山防災体制の構築・充実のため
の体制の強化に振替増

各地の火山防災体制の構築・充実のため
の体制の強化に伴う振替減

計△４人



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

行管
削減

差引増減
B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分
職種

平成27年
度末定員

月数級
主計

平成26年
度末定員

減員 独法移行減
新規増員 合理化

計画人員

積算内訳
司法修習

振替

各省間振替 会計間振替アタッシェ

□□の見直しによる減

◇◇の見直しによる減

(△1)
　（項）経済社会総合研究所 136 2 △ 2 0 0 0 0 0 0 0 0 136 （新規増員）

・経済社会総合研究所
行(一) 5級 12ヶ月 1人
行(一) 3級 12ヶ月 1人

【△4】
＜4＞

(△5) 0 △ 7
計 1,272 30 △ 14 0 0 0 0 0 0 7 16 1,288

【△4】
＜4＞

　　うち (△5) 0 △ 7
　　　定員令1条 1,238 30 △ 14 0 0 0 0 0 0 7 16 1,254

　　うち
　　　大臣等特別職 34 0 0 34

再任用短時間勤務職員
（組織）内閣本府 44 5 (△5) 5 49

　（項）内閣本府共通費 38 4 (△4) 4 42

　（項）経済社会総合研究所 6 1 (△1) 1 7

計 44 5 (△5) 5 49

副大臣３、大臣政務官３、大臣補佐官６、総
合科学技術会議議員４、原子力委員会委
員長１、再就職等監視委員会委員長１、食
品安全委員会委員４、原子力委員会委員
３、情報公開・個人情報保護審査会委員
５、公益認定等委員会委員４

国民経済計算の一次統計等との連携強化
への対応に伴う増



平成27年度概算要求定員内訳表

内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員

（組織）北方対策本部 12 0 0 0 12

　（項）北方対策本部 12 0 0 0 12

計 12 0 0 0 12

　　うち
　　　定員令1条 12 0 0 0 12

　　うち
　　　大臣等特別職

再任用短時間勤務職員
（組織）北方対策本部 2 0 2

　（項）北方対策本部 2 0 2

計 2 0 2

アタッシェ各省間振替 司法修習

平成27年
度末定員

月数級職種
積算内訳 行管

削減
差引増減

B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分 主計
平成26年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員

（組織）国際平和協力本部 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21

　（項）国際平和協力本部 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21

計 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21

　　うち
　　　定員令1条 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21

　　うち
　　　大臣等特別職

各省間振替 司法修習

平成27年
度末定員

月数級職種
積算内訳

　

行管
削減

差引増減
B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分 主計
平成26年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （文部科学3係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員

（組織）日本学術会議 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53 （新規増員）
・日本学術会議事務局

　（項）日本学術会議 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53

フューチャーアース（ＦＥ）プロジェクトの国
際連携に伴う体制整備に伴う増

行(一) ６級 12ヶ月 １人

計 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53

　　うち
　　　定員令1条 53 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 53

　　うち
　　　大臣等特別職

再任用短時間勤務職員
（組織）日本学術会議 2 0 2

　（項）日本学術会議 2 0 2

計 2 0 2

行管
削減

差引増減
B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分
アタッシェ各省間振替

平成27年
度末定員

平成26年
度末定員

減員 月数級職種会計間振替
主計

独法移行減
新規増員 合理化

計画人員

積算内訳
司法修習

振替



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員
0 0

（組織）官民人材交流センター 19 0 0 0 0 0 19

0 0
　（項）官民人材交流センター 19 0 0 0 0 0 19

0 0
計 19 0 0 0 0 0 19

　　うち 0 0
　　　定員令1条 19 0 0 0 0 0 19

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0

司法修習

平成27年
度末定員

月数級職種
積算内訳 行管

削減
差引増減

B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分 主計
平成26年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

予算定員 ＜10＞
(△8) △ 17

（組織）沖縄総合事務局 900 12 △ 12 0 0 0 0 0 0 17 0 900

＜9＞
(△6) △ 5

　（項）沖縄総合事務局 592 4 △ 7 9 1 593 （新規増員）
鳥獣・気象被害防止対策の実施体制の強
化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

輸出促進と地理的表示業務等の実施体制
整備に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

エネルギー技術に関する海外展開及び電
気事業者による再生可能エネルギー電気
の調達に関する特別措置法の執行体制強
化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

地域創生推進のための地域公共交通体制
強化に伴う増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

監視体制の強化に伴う増（充て職） ― ― ― ―

（自立的再配置）
社会保障と税の一体改革広報等財政健全
化への取り組みのために必要な実施体制
の整備に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

日本型直接支払制度等による農村活性化
推進体制の整備に伴う増

行(一) 5級 12ヶ月 1人

日本型直接支払制度等による農村活性化
推進体制の整備に伴う増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

日本型直接支払制度等による農村活性化
推進体制の整備に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

小規模企業支援体制強化に伴う増 行(一) 3級 12ヶ月 1人

那覇空港滑走路増設事業及び那覇空港の
機能増強に係る体制強化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 3人

尖閣対応巡視船等の増加に対応した検査
業務実施体制整備に伴う増

専行 2級 12ヶ月 1人

（業務改革による減）
行政のＩＣＴ化の推進による減 行（一） 3級 12ヶ月 △1人
業務の実施体制の見直しによる減 行（一） 3級 12ヶ月 △3人
業務の実施体制の見直しによる減 専行 2級 12ヶ月 △1人

(△1)
　（項）沖縄治水事業工事諸費 47 0 △ 2 △ 1 △ 3 44 （業務改革による減）

業務の実施体制の見直しによる減 行（一） 3級 12ヶ月 △1人

　（項）沖縄道路整備事業工事諸費 99 1 △ 2 △ 1 98 （新規増員）
那覇空港アクセス道路の事業推進に係る
事務の強化に伴う増

行(一) 5級 12ヶ月 1人

＜1＞
△ 2

　（項）沖縄港湾空港整備事業工事諸費 65 6 0 1 5 70 （新規増員）
那覇空港滑走路増設事業及び那覇空港の
機能増強に係る体制強化に伴う増

行(一) 5級 12ヶ月 1人

那覇空港滑走路増設事業及び那覇空港の
機能増強に係る体制強化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

那覇空港滑走路増設事業に係る体制強化
に伴う増＜平成31年度末までの時限要求
＞

行(一) 4級 12ヶ月 1人

行管
司法修習 会計間振替 職種

振替
差引増減

B～J各省間振替 級 月数
主計区　　　　　分

平成26年
度末定員

27年度要求人員増△減

平成27年
度末定員 積算内訳

アタッシェ
新規増員

削減

合理化
計画人員

減員 独法移行減



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

行管
司法修習 会計間振替 職種

振替
差引増減

B～J各省間振替 級 月数
主計区　　　　　分

平成26年
度末定員

27年度要求人員増△減

平成27年
度末定員 積算内訳

アタッシェ
新規増員

削減

合理化
計画人員

減員 独法移行減

那覇空港滑走路増設事業に係る体制強化
に伴う増＜平成31年度末までの時限要求
＞

行(一) 3級 12ヶ月 3人

（自立的再配置）
那覇空港滑走路増設事業及び那覇空港の
機能増強に係る体制強化に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

（業務改革による減）
業務の実施体制の見直しによる減 行（一） 3級 12ヶ月 △2人

　（項）沖縄道路環境整備事業工事諸費 11 11

 
　（項）沖縄国営公園事業工事諸費 14 14

(△1) △ 10
　（項）沖縄農業生産基盤保全管理 72 1 △ 1 8 △ 2 70 （新規増員）

　　　・整備事業等工事諸費 国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

（その他の振替）
国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 6級 12ヶ月 1人

国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 5級 12ヶ月 1人

国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 4級 12ヶ月 1人

国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 5人

国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 6級 12ヶ月 △1人

国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 5級 12ヶ月 △1人

国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 4級 12ヶ月 △1人

国営石垣島土地改良事業の実施体制強化
に伴う振替

行(一) 3級 12ヶ月 △5人

（業務改革による減）
業務の実施体制の見直しによる減 行（一） 5級 12ヶ月 △1人
業務の実施体制の見直しによる減 行（一） 4級 12ヶ月 △1人

【△10】  
<10>

(△8) △ 17

　　計（定員令1条） 900 12 △ 12 0 0 0 0 0 0 17 0 900



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

行管
司法修習 会計間振替 職種

振替
差引増減

B～J各省間振替 級 月数
主計区　　　　　分

平成26年
度末定員

27年度要求人員増△減

平成27年
度末定員 積算内訳

アタッシェ
新規増員

削減

合理化
計画人員

減員 独法移行減

再任用短時間勤務職員

（組織）沖縄総合事務局 9 8 (△8) 8 17

　（項）沖縄総合事務局 7 8 (△8) 8 15 （新規増員）

情報公開など行政情報の管理等の強化に
伴う増 （３１h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

攻めの農林水産業の本格展開に係る推進
業務体制の強化に伴う増（３１h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

担い手育成施策の一体的改革に係る推進
業務体制の強化に伴う増（３１h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

統計調査業務の体制整備に伴う増（３１h） 行(一) 3級 12ヶ月 1人

再生可能エネルギー発電の促進業務体制
の強化に伴う増（３１h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

漁業取締体制の整備に伴う増（３１h） 行(一) 3級 12ヶ月 1人

センター統計業務の体制整備に伴う増（３１
h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

超小型モビリティ導入の実用化・普及促進
及びリコール制度の体制強化に伴う増（３１
h）

行(一) 3級 12ヶ月 1人

　（項）沖縄工事諸費 2 0 0 0 2
　沖縄治水事業工事諸費

　　　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　　　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費 0 0

計 9 8 8 17



平成27年度概算要求定員内訳表
内閣府所管 一般会計 （内閣１係・２係）（含む文部科学3係） （単位：人）

その他の 増△減
振替 人員数

A B C D E F G H I J K A+K

再任用短時間勤務職員

（組織）内閣本府 44 5 (△5) 5 49

　（項）内閣本府共通費 38 4 (△4) 4 42 予算定員5人のスクラップ

　（項）経済社会総合研究所 6 1 (△1) 1 7

（組織）北方対策本部 2 0 0 2

　（項）北方対策本部 2 0 0 2

（組織）日本学術会議 2 0 0 2

　（項）日本学術会議 2 0 0 2

（組織）沖縄総合事務局 9 8 (△8) 8 17 予算定員8人のスクラップ

　（項）沖縄総合事務局 7 8 (△8) 8 15

　（項）沖縄工事諸費 2 0 0 0 2

　　　沖縄治水事業工事諸費

　　　沖縄道路整備事業工事諸費

　　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費  

　　　沖縄道路環境整備事業工事諸費

　　　沖縄国営公園事業工事諸費

　　　　　沖縄農業生産基盤保全管理・整備事業等工事諸費

計 57 13 (△11) 13 70

司法修習

平成27年
度末定員

月数級職種
積算内訳 行管

削減
差引増減

B～J

27年度要求人員増△減

区　　　　　分 主計
平成26年
度末定員

会計間振替

振替
新規増員 合理化

計画人員
減員 独法移行減 アタッシェ各省間振替


